
沖縄医療生協では、9月24日の理事会で、

第3 1回日本高齢者大会の開催準備につい

ての論議を行いました。理事会では、高齢

者大会のDVDを見た後に東京大会に参加

した理事が次々に発言。「東京大会は、た

くさんの参加者と素晴らしい内容だった。

沖縄大会はそれを上回る感動を伝えられる

大会にしたい」「沖縄大会は、基地撤去の

運動を『オール沖縄』から『オールジャパ

ン』の運動にするチャンス！」「沖縄は、

基地問題だけでなく、貧困や健康問題も深

刻。これらの問題を解決する学習や交流を

したい」などの発言がありました。

理事会に参加した日本高齢者大会中央実

行委員会の藤谷事務局長が、会場と日程を

決めることや沖縄の県内団体で相談して実

行委員会体制をつくること、地域実行委員

会を作ること、大会の特徴として「１年間

を通して辺野古や高江の基地建設反対の運

動をすすめ、同時に全国にある米軍基地撤

去の運動と連帯する」ことや「国際的高齢

者問題の交流を行う大会とする」ことなど

を提案しました。

理事会では、医療生協として10月から

事務局の常駐体制をとり、実行委員会の準

備に入ることを決めました。
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大会旗は次回開催地沖縄へ引き継がれました

沖縄医療生協のみなさん（8月29日国際フォーラム）

沖縄医療生協理事会で第31回日本高齢者大会を論議

基地撤去の運動を｢オール沖縄｣から｢オールジャパン｣に！



日本高齢期運動連絡会は9月12日 (月 )午

後、2 01 6年9月度高齢期運動推進事務局

団体会議を開き、12団体と事務局合わせ

て21人が出席しました。

◇

１報告事項 1）各県・団体の活動報告で

は、参加者からの感想も含めて報告があり

ました。

2.協議事項 1）第30回日本高齢者大会in

東京の総括について（1）当日の企画・運

営について①全体会企画について、和太鼓

や若者のメッセージはとても好評だった②

講座・分科会について、会場の関係で入れ

ない人、レジュメや資料を受け取れない人

が。打合せが不十分なところもあったが、

事前の要員3役と講師との打ち合わせを行っ

たのはよかった。

（２）①参加者数について、講座・分科会

と全体会の集約で不十分なところもあり、

まだ精査中。講座・分科会は450 0人は越

えている。全体として1万人は超えている。

（３）基調報告・運動の受け止め方につい

て、基調報告の主要部分が新聞に掲載され

たことでいろいろな反応、各県での取組み

の具体化の話が出ている。この内容をどう

進めるか下期の課題。２）下期の運動につ

いて（１）地域連絡会作りと議会対応につ

いて、第６分科会での提起や報告内容を具

体化する各地の代表者会議のようなものが

必要（２）第31回日本高齢者大会in沖縄

準備状況、早めに日程を決めて欲しいとい

う問い合わせがたくさん入っている。意義

をはっきりさせる。何を課題とするかを明

確に。

３．事務局報告（１）事務局体制について、

本格的に地域連絡会を作るために議会ノウ

ハウなどをまとめて各連絡会に知らせ、大

会で提起した議会オンブズマンの活動がで

きるようにしたい。（２）30・25周年事

業について、1 0月以降事務局次長会議を

開き検討し、提案したい。

次回高齢期運動推進事務局団体会議 予定

10月11日（火）午後1：30～

１日目の大正大学のキャンパスで、見送り

の演奏で、２日目の東京国際フォーラムで

は１階出口で送り出しの名演奏をお届けした

のは、どこのバンドか？という問い合わせが

いくつかありました。そこでご紹介します。
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第30回日本高齢者大会in東京の総括など
9･12「9月度高齢期運動推進事務局団体会議」に12団体21人

日本高齢期運動連絡会

大会ではたくさんの方々の協力が！

ジャズ演奏が皆さんのお帰りを素敵に演出

私たちは、さいたま市が主催しているジャ

ズサックスワークショップで出会った仲間

で、バンド名はまだありません。アルトサッ

クスだけで４つのパートに分かれ、アンサン

ブルで吹いています。今回演奏したのは「M

emories of you」「星に願いを」「On the

sunny side of the Street」「St.Thomas」

「上を向いて歩こう」「枯葉」の６曲です。

すべてワークショップの指導者であり、プロ

サックスプレーヤーとして各方面で活躍中の

萱生昌樹先生のカッコいいオリジナルアレン

ジでお届けしました。みなさんもアルトサッ

クスに挑戦してみませんか。



今回の大会には色々な方のご協力をいただ

きました。

お礼を込めて少し紹介します。

①まず6,000人分の資料を詰める袋について

これまで、地方でやる時には、県の観光協

会にお願いして無料で袋を準備してきました。

県の観光マップや資料を入れる代わりに、だ

いたい3,000袋ぐらいを無料でいただいていま

す。ところが東京ではそういうことはできま

せんでした。都の観光協会も都自体もそうい

うことはやらないとのこと。「さすが首都東

京！？」

部数が従来の

倍なので費用も

かかり、なんと

かしようと困っ

ていた私たちに、

「私たちが協力

しましょう！」

と言って下さっ

たところがあり

ま す 。 そ れ が

「コープ共済連」。

共済連の紙袋を無料で提供いただいた上に

「チラシなどは入れなくて結構です」とのこ

と。袋詰め作業が一気に楽になりました。

②高齢者大会は２つの「ゆるキャラ」が参加

者を癒してくれました。

一つは同じくコープ共済連キャラクターの

「コーすけくん」。無料で貸与していただき、

東京実行委員会で中に入る要員を確保し、会

場で参加者にアピールしました。

もう一つは、医療生協さいたまのゆるキャ

ラ「ココロン」。こちらは、中に入る人も医

療生協さいたまから出していただきました。

２つともに大会の人気もので、たくさん写

真に収まっていました。

今大会の最大の特徴は、圧倒的な「組織外」

の「初参加者」！

今大会には1万人を超える人が参加してくれ

ました。

しかし、事前登録では、1日目の講座と分科

会は、3,500人位で、しかも雨や台風の予想。

選挙疲れもあって参加確認が進まず、「参加

袋のセットは少なくしてもいいんじゃない？」

などと話していました。

しかし、28日、受付が始まってみると瞬く

間に参加袋のセットが足らなくなり2日目用の

袋を慌てて補充。当日受付が大混乱しました。

感想文を見てみると「講師の名前を見て参

加した」「テーマが私の思いにぴったり」な

どの意見が多く、組織や地域で事前登録した

以外の方がたくさん参加したことがわかりま

す。

そのためたくさんの混乱も起きました。一

つは資料などが足らなかったこと。事前に予

想を立てて１.３倍ぐらい印刷するのですが、

３倍ぐらいの学習講座もありました。

新参加者が多く予想が効きませんでした。

多くの人にご迷惑をおかけしました。資料が

なかった人には、連絡先を聞いて全員に大会

後発送しました。

2日目は何と言っても「鳥越効果」。最初か

ら「2日目だけ行く」という人が多く「２日間

合わせて高齢者大会だから初日も来て」と説

得していました。案の定全体会は5,000人を大

きく超えました。

鳥越さんも文化行事の高校生も合唱団も、

司会をお願いした加藤剛さんの息子さん（俳

優座）も「5,000人の前に立つのは初めてで感

動した」と異口同音。

約半数が初参加者で、「高齢者のイメージ

が変わった。元気！」「30年もこんな大会を

開いていたのか！」という感想が寄せられて

います。
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大会裏話



「組織外」の「初参加者」が多いというこ

とは、これまでの「慣例」が通用しないとい

うことでもあります。分科会の運営や全体会

の構成など、これまで当たり前としてやって

いたことに様々なご意見をいただきました。

今回のご意見を生かしてさらに「開かれた

高齢者大会」を目指したいと思います。あり

がとうございました。

日本高齢期運動サポートセンターでは、 日

本における高齢期問題について、サポートセ

ンターが支援する日本高齢期運動連絡会及び

日本高齢者大会のめざす方向に一致する高齢

期問題の調査研究に対して助成する事業を実

施いたします。

(1)応募申込書の提出

対象となる調査・研究分野に関して、調査・

研究を行いたいとする個人、 および共同研究

の代表者から応募を募り、 それらについて選

考の上、調査・研究助成実施要領に基づき、

調査・研究費の助成を行ないます。2016年10

月に公示、応募申込書の提出期限を2017年1

月31日(日付印有効)とします。

(2)助成金

調査・研究目的を達成するため、 必要と認め

られる経費に対して、 その一部を助成します。

1件30万円を上限とします。ただし、当該調

査・研究活動が1事業年度を超えて実施するこ

とが必要と認められるときは、この限りでは

ありません。

(3)応募者の資格

①サポートセンターが委嘱した研究・運動団

体が推薦する個人及びグループ②日本高.齢者

運動連絡会に所属する中央団体が推薦する個

人及びグループ

(4) 対象となる研究の分野

対象とする調査・研究の分野は、 サポートセ

ンターが支援する日本高齢者運動連絡会及び

日本高齢者大会の取り組みと運動の発展に寄

与する高齢期問題とします。

(5) 選考と結果の通知

2017年度調査一研究助成は1件とします。

応募者の調査・研究課題について、助成対象

者、 およびそれぞれの助成額を選考委員会で

決定します。 その後、 全ての応募者に郵便で

結果を通知します。

(6)調査・研究結果報告書の提出

① 調査・研究の結果を活字化しその現物を提

出してください。

②調査・研究結果報告書は2018年4月末まで

に法人宛メールまたは文書で送付してくださ

い。期限に間に合わない時は、 法人事務局に

ご連絡ください。

(7)助成費の返還について調査・研究内容が申

込み当初の内容と著しく異なる場合、 本調査・

研究助成事業の本旨にそぐわない場合、 報告

書が上記(6)の内容を満たさない場合には、 助

成費の返還を求める場合があります。

東京都豊島区社保協は、9月21日「総合事

業学習交流会」を開催し講演と報告があり23

名が参加しました。豊島区社保協高岡和彦会

長(鬼子母神診療所所長)の開会あいさつに続き

「介護保険の現状と今後の課題」のテーマで

斎藤恵子氏(東京保健生協介護事業部長)講演し

｢豊島区新総合事業の実態」について村田正子

氏(AKO介護支援センター)が報告、豊島区社

保協大沼あゆみ事務局長から今年4月実施後の

状況について「総合事業実施後の事業所アン

ケート」のまとめが報告されました。その中

からアンケート結果の概要を報告します。
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2017年度（社）日本高齢期運動サポートセンター

調査・研究助成事業のご案内

総合事業で74%の事業所が収入減った
東京・豊島区社保協「総合事業実施後の事業所アンケート」報告



=事業者の声をまとめました=

豊島区の総合事業に関する事業者へのアン

ケートを8月実施し、197事業所に対し回答数

26事業所（13.2％）でした。

回答を頂いた事業所のうち、81％の事業所が

総合事業に切替った利用者さんがすでにおら

れ、多くの事業所が総合事業を開始されてい

ました。

総合事業利用者は133人、要支援利用者は3

18人と29.5％の方が総合事業を利用されてい

ます。（8月末時点）

サービス提供量は減らしていないのにも関

わらず、収入は減ったと回答された事業所が

多い状況です。

利用者負担額が減った面はありますが、事

業継続ができない状況が生まれてきてしまっ

ては最終的に利用者の不利益に繋がりかねま

せん。

豊島区は総合事業実施前の説明会において

「現行相当での実施」と繰り返し説明をして

いたのにも関わらず、実態としては事業収入

が減るなどが明らかになりました。

事業所のメリット

◆「特になし」の回答が多くありま した。

総合事業の受入を拒否している事業所から利

用者が流れてくるという回答もありましたが、

利用者にとっての不利益に繋がりかねない

状況です。長期利用ができる利用者の獲得、

書類が減ったような気がする。・ケアの質の

向上が図れる。

事業所のデメリット

◆他区の利用者受入が困難なことや、サービ

ス中止の際には報酬減、報酬単価も引下って

いるなど収入減少に直結する状態となってい

ます。また月に5回のヘルパー訪問で人件費等

事業所が持出しで行っているところもあると

のことです。

収支の悪化。職員の将来に対する不安感、不

透明感。いろいろな作業が増える。大変な事

務や説明に時間を費やす。ケアの標準化（対

応）が難しい。暫定の新規プランが入ってこ

なくなった。新規相談の数が減った。

利用者のデメリット

◆受入拒否や回数制限によりサービス回数が

減ってしまい、外出機会の減少に繋がってい

る。今まで利用できていた入浴ができなくなっ

たなどの事例がある。他区の事業所を利用し

たくても、情報もなく地域包括でも否定的。

キャンセル料が発生するようになった。今後、

区基準が入ってくると時間などの短縮も予想

される。

5週ある月に5回目のサービス(月4回が上限)に

入ってもらえなくなったこと。

事業者から豊島区への要望

・利用者が行きたいと思える事業所が利用で
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きて、のびのびと生活できるようにしてほし

い。

・積極的に受け入れはしていますが、維持継

続するには不安が多いです。

・事業者が運営を継続できるよう支援して下

さい。

・暫定プラン取扱いにおいて説明会を改めて

「明確に」行ってほしい。

・介護事業者を総合事業運営の参画に加え、

実情に則した制度になるようにしてほしい。

・単価がこれ以上下がるのであれば他社同様

に既存利用者へのサービス提供拒否を検討せ

ざるを得ない。

・他区との協定が望ましい。誰のために何の

ためにやっているのかを再認識してほしい。

・包括報酬を設定していただきたいです。現

行相当の人員基準・サービス内容にもかかわ

らず、単位のみ減っているという状況です。

現行相当サービスの場合、多くの自治体が予

防給付単位を維持していただいております。

ぜひ豊島区でもご検討ください。

・1回の単位を上げてほしい。

・総合事業の内容や今後の展開が分かりづら

いです。説明会をして欲しいです。

・通所が使いにくくなる。月5週あれば単価は

そのままできちんと５回分請求できた方が良

いと思う。

要介護から総合事業になった人は差別を受

けていると感じています。 (文・鐘ヶ江正志)

総合支援事業への移行が各自治体で進めら

れています。受け皿も整備されず移行は厚労

省の思うようには進んでいません。県社保協

が実施した市町村アンケートでは、すでに県

内３１自治体が実施し、10月スタートを含め

ると33自治体が実施しますが、多くの自治体

が「現行相当サービス」のみでのスタートで

す。一方、 21自治体は計画中、内１０自治体

がスタート時期は未定 としています。

“サービスの低下を許すな ”との声が広って

いるにもかかわらず、厚労省は要介護１、２

介護保険からの切り捨てなど、さらなる介護

保険制度の改悪を来年通常国会で強行しよう

とています。

いまこそ、地域から 介護関係者、専門職、

住民、自治体職員など共同の知恵と力で市町

村の動向をしっかりと把握し、問題点を整理

し、改善を求める取り組みを広げることが大

変重要です。

学習会の開催、介護現場の声をもとに自治体

との懇談・議会請願陳情などに取り組みましょ

う。 ● 取り組みのポイントとして ⇒

○総合事業は｢現行相当サービス｣ の縮小・切

り下げをさせない ○基準緩和型による報酬切

り下げを許さない○「基本チェックリスト」

への対応○「サービスからの卒業」セルフケ

アの強要を許さない○住民の｢助け合い｣によ

る多様なサ ービスは「「現行相当ービス」を

前提にした「プラスα」として地域における

支え合いや地域づくりを促進するものととし

て位置づける ○介護保険国庫負担 25 ％（負

担金 20 ％＋＋調整交付金 5％）の増額を求

める など

▼あらためて総合事業とは・

「介護保険内でのサービス提供であり、財源

構成は変わらない」(厚生労働省資料）という

が、地域支援事業は介護保険制度の本体では

ない・・・そもそも 2000年度スタート時は

保険給付（①介護給付②予防給付）のみ。

⇒2006年度～市町村が実施する「地域支援事

業」がスタート。―2013 年度時点で全国64市町村実

施-

⇒ 2014年「医療・介護総合確保法」による

「介護保険法改定」で「地域支援事業」大幅

再編 へ

⇒予防給付見直しとのセットで 2015年度～
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介護サービス低下を許すな！

県内33自治体で介護保険総合事業スタート

地域から共同で改善求める声あげる時
社会保障推進千葉県協議会



2017年度全市町村実施へ

●「保険給付」と「事業」は違う

○「介護保険」は保険⇒加入者は①保険料負

担の義務②保険事故（要介護状態）と査定

（要介護・要支援認定）されたとき③保険給

付（介護サービス・予防サービス）を受ける。

「地域支援事業」は、後から付け足された事

業で保険給付の「3％」の財源的制約がある。

○「受給権」 があり「質」が担保されるのが

介護保険

「事業」では財源は介護保険から出ていもサー

ビス提供するかどうかは市町村の判断⇒「質」

が保証されない。全国一律の基準がなく市町

村格差が・・・

● 総合事業のサービス種類 ～｢多様なサービス」

で基準緩和・ボランティア活用で費用を削減～

①「現行相当サービス」②緩和した基準によ

る「サービスＡ」③住民主体による支援「サー

ビスＢ」④専門職による短期集中予防「サー

ビスＣ」 等

・移行当初は現事業者を「現行相当サービス」

に見なし指定

・サービス単価は国が定める額を上限として

市町村が定め、どんな場合も「国が定める単

価の上限額」を超過できないが、逆に下げる

ことは可能。

「千葉県社保協通信 №５ 9月29日号」から

《開催日》2016年9月15日《場所》天沼診療

所3Ｆ 《参加者》31人

今回は竹崎先生の学習会です！！職員を含

めて、参加者31名と満員でした！！今回は多

くの初めての他事業所の方に参加していただ

き、新しいつながりができた点でも、お互い

がとても充実した学習会となりました。当日

の話しの様子を紹介します。

【現在、100歳以上は6万6千人！！そのうち女

性は87.6％】

東京の高齢者の増加率は全体の60％→これ

から私達はこの超高齢化によって、在宅をど

う取り組んでいくのか？が強く求められる。

在宅の定義と亡くなる場所も変わってきた。

特に施設での死亡が増えてきており、特に杉

並区では所得が高い方は増々施設入所し、そ

こで亡くなる方が多くなってきている。現在

は、営利主義の施設が８割占めている状況。

【今後は在宅医療の在り方も変わる！！】

この状況からも、私達医療従事者は在宅の

方をどう支えていくか？病気を治すだけでな

く、介護そのものも含めて、支えていかなけ

ればならなく、いかに連携していくか？がポ

イント。

【最後を迎えたい場所は自宅－では看取りを

していく上で必要なのは何なのか？】

統計から最後を迎えたい場所は自宅とある。

在宅の状況によって、在宅での看取りができ

るか？できないか？も決まってくる。必要な

医療は何なのか？、本人や家族をどう支えて

いくか？を考えることが必要となってくる。

病状を理解するのと、療養中にでてくる様々

な悩みを理解するのは別物。現在の核家族化

している若い家族や介護施設の若い職員の方

達は、人の死と言うものに直面する機会が少

ないこともあり、看取りをしていく上で、難

しい面がある（介護施設の職員の方には教育

が必要）。例えば、主治医に連絡しないで、

慌てて救急車をすぐに呼んでしまうとか・・・。

そう言ったことがない様に日頃から、主治医

やケアマネージャーとしっかり連絡を取る状

況を作りあげておくことも必要となってくる。

【看取りは相当、覚悟が必要！】

在宅での看取りを取り巻く状況は急変してく

る可能性が多々あるが、超高齢化社会は避け

られない現実が目の前にある。医療に限界は

あるが、それに立ち向かっていかなければな

らない！』と、用意してくださった資料を元

に、先生の経験も含めて、大いに話していた

だきました。
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誰もが安心して住み続けられるまちづくり
健友会杉並『在宅療養を支える学習会』報告

社会医療法人社団健友会（東京）
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第23回映像を見て知る語る福祉講座

高齢受刑者の実態と刑務所について考えていること

日本の社会保障の貧困の中で、高齢者の生活困難は大きな問題です。しかも、経済的な困難を

抱えた高齢者が、意図的に犯罪を犯して刑務所暮らしをした方が食べていけるというような状況

も伝えられています。

今回は、刑務所や少年院など法務省の管轄する矯正施設に関する事業を行う財団法人矯正協会誌

『刑政』（2014年12月号）掲載の『高齢受刑者の生活世界に関する調査』報告をもとに、高齢受

刑者の実情にせまります（報告者・小島喜孝・元北海道教育大学札幌校教授）。

と き 10月18日（火） 午後2時～

ところ 代々木ふれあい会館

参加費 500円

主催：日本高齢者大会渋谷地域実行委員会

東京の高齢期福祉をすすめる会（都老協）

後援 東京都社会保障推進協議会

連絡先 〒160-0021 東京都新宿区歌舞伎町1-5-4 新宿文庫

FAX042-545-8823 TEL080-5680-0514（福井） 090-9012-5183（坂本）

全国老人福祉問題研究会 推奨原稿募集

すべての人がゆたかな高齢期をすごせる地域社会、それを支える現場、制度の構築をめざす全

国老人福祉問題研究会（老問研）の主旨にそった実践報告、調査報告、研究論文等を募集します。

特に、高齢者福祉・介護の現場や自治体等で働いている方々、地域その他で高齢者福祉に関わる

活動を行っている方々、これから研究者をめざそうとする方々などに広く応募を呼びかけます。

1.投稿原稿の内容、種類

実践報告、ルポルタージュ、自分史、活動記録、政策提言、研究論文など自由

（ただし、未発表原稿にかぎります）

2. 推奨

研究論文2万円（優秀3万円、佳作は1万円）、論文以外のものは1万円、入選5千円

3.字数等

3600字（4頁）以上～14400字（16頁）以内（図表・写真等を含む）

4.原稿締め切り

2017年1月10日（第1次）

5.原稿送付先 メール添付ファイルで月刊ゆたかなくらし編集部

yutakanakurasi＠honnoizumi.co.jp

または 〒113-0033 東京都文京区本郷2-25-6 本の泉社月刊ゆたかなくらし編集部

6.審査等

審査は『ゆたかなくらし』編集委員会が行い、月刊ゆたかなくらし2017年3月号誌上にて発表

します。

7.その他

投稿原稿の著作権は、老問研に帰属し、月刊ゆたかなくらしに順次掲載するものとします。


